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内閣府における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況 

 

（事前評価） 

 
表1 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（令和3年10月7日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/cao.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
民間資金等活用事業推進機構に係る資本

割の特例措置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において民間

資金等活用事業推進機構に係る資本割の特例措置の延長に

ついて要望した結果、段階的縮減を行った上、本特例措置の

適用期限を5年間延長することが令和4年度税制改正の大綱

に盛り込まれた。 

2 
地方における企業拠点の強化を促進する

税制措置の拡充及び延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において地方

における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充及び延

長について要望した結果、本特例措置の適用期限を2年間延

長するとともに、適用要件の緩和等の拡充を行うことが令和

4年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

3 
国家戦略特区における特別償却又は投資

税額控除の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において国家

戦略特区における特別償却又は投資税額控除の延長につい

て要望した結果、本特例措置の適用期限を2年間延長するこ

とが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

4 
国家戦略特区における所得控除制度の延

長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において国家

戦略特区における所得控除制度の延長について要望した結

果、対象事業の見直しを行った上、本特例措置の適用期限を

2年間延長することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込ま

れた。 

5 
国際戦略総合特区における特別償却又は

投資税額控除の特例措置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において国際

戦略総合特区における特別償却又は投資税額控除の延長に

ついて要望した結果、対象事業の見直しを行った上、本特例

措置の適用期限を2年間延長することが令和4年度税制改正

の大綱に盛り込まれた。 

6 
沖縄の観光地形成促進地域における課税

の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の観光地形成促進地域における課税の特例措置の延長等に

ついて要望した結果、事業計画の認定制度等の導入や対象施

設の見直しを行った上、本特例措置の適用期限を3年間延長
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することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

7 
沖縄の情報通信産業振興地域・特別地区

における課税の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の情報通信産業振興地域・特別地区における課税の特例措置

の延長等について要望した結果、事業計画の認定制度等の導

入や対象事業の見直しを行った上、本特例措置の適用期限を

3年間延長することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込ま

れた。 

8 

沖縄の産業イノベーション促進地域（仮

称）（旧 産業高度化・事業革新促進地域）

における課税の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の産業イノベーション促進地域（旧 産業高度化・事業革新

促進地域）における課税の特例措置の延長等について要望し

た結果、主に事業計画の認定制度等の導入や対象事業及び対

象資産の見直しを行った上、本特例措置の適用期限を3年間

延長することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

9 
沖縄の国際物流拠点産業集積地域におけ

る課税の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の国際物流拠点産業集積地域における課税の特例措置の延

長等について要望した結果、事業計画の認定制度等の導入や

対象地域の見直しを行った上、本特例措置の適用期限を3年

間延長することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれ

た。 

10 
沖縄の経済金融活性化特別地区における

課税の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の経済金融活性化特別地区における課税の特例措置の延長

等について要望した結果、主に事業計画の認定制度の導入や

対象資産の取得下限額の見直しを行った上、本特例措置の適

用期限を3年間延長することが令和4年度税制改正の大綱に

盛り込まれた。 

11 
沖縄の離島の旅館業に係る課税の特例措

置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において沖縄

の離島の旅館業に係る課税の特例措置の延長等について要

望した結果、小規模事業者に係る取得下限額の引下げ等の見

直しを行った上、本特例措置の適用期限を3年間延長するこ

とが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

12 
特定駐留軍用地等内の土地を譲渡した場

合の譲渡所得の課税の特例措置の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和4年度税制改正要望において特定

駐留軍用地等内の土地を譲渡した場合の譲渡所得の課税の

特例措置の延長について要望した結果、本特例措置の適用期

限を延長することが令和4年度税制改正の大綱に盛り込まれ

た。 
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（事後評価） 

 

表2 目標管理型の政策評価を実施した政策（実績評価方式）（令和3年8月31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/cao_r02.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
【政策2施策2】 

国際広報の強化 
目標達成 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

国際社会において親日感の醸成や我が国の基本的立場、政

策等に対する理解の促進を図るため、令和4年度予算概算要

求（3,925百万円）を行った（令和4年度予算案額：3,309百

万円）。 

2 

【政策4施策4】 

内外の経済動向

の分析 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

内外の経済動向について幅広い情報収集体制の確立や調

査を行い、マクロ経済の現状や経済財政政策の状況を迅速に

把握するため、令和4年度予算概算要求（224百万円）を行っ

た（令和4年度予算案額：219百万円）。 

3 

【政策5施策5】 

「地方創生に関

する施策の推進」 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

人口の減少に歯止めをかけ、東京一極集中を是正し、各地

域で住みよい環境を確保して活力ある日本社会を維持する

ため、令和4年度予算概算要求（125,152百万円）を行った（令

和4年度予算案額：104,352百万円）。 

4 

【政策6施策6】 

「地域経済活性

化支援機構法」に

基づく地域経済

活性化事業等の

推進 

相当程度

進展あり 

改善・ 

見直し 

＜事前分析表＞ 

令和2年の地域経済活性化支援機構法改正に伴う支援・出

資完了期限及び業務完了期限の延長を受け、新型コロナウイ

ルス感染症による影響を受けた事業者等への支援等を重点

に据えて取り組んでいくこととし、測定指標に見直しを行っ

たほか、引き続き、全国各地で自律的な中小企業支援・地域

活性化への取組が行われる姿を目指し、金融機関に対するノ

ウハウ移転に取り組んでいく測定指標を継続することとし

た。 

5 

【政策10施策14】 

交通安全対策の

総合的推進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

第11次交通安全基本計画の各種交通安全施策を実施する

ため、令和4年度予算概算要求（91百万円）を行った（令和

4年度予算案額：76百万円）。 

6 

【政策12施策18】 

「地方分権改革

に関する施策の

推進」 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

地方分権改革の推進のため、令和4年度予算概算要求（43

百万円）を行った（令和4年度予算案額：43百万円）。 

7 
【政策16施策22】 

経済社会総合研
目標達成 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

経済社会政策の企画・推進を支援するため、令和4年度予
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究の推進 算概算要求（392百万円）を行った（令和4年度予算案額：382

百万円）。 

8 

【政策20施策26】 

宇宙開発利用に

関する施策の推

進 

目標達成 

（暫定） 

（注） 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

宇宙基本計画に基づいた取組を進め、基盤強化と利用拡大

の好循環を実現するため、令和4年度予算概算要求（34,571

百万円）を行った（令和4年度予算案額：18,962百万円）。 

9 

【政策22施策28】 

少子化社会対策

大綱及び子ども・

子育て支援の推

進 

進展が大

きくない

（暫定） 

（注） 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

少子化対策を総合的に推進するとともに、子ども・子育て

支援新制度の推進による「新子育て安心プラン」（令和2年12

月21日公表）に基づく保育所等の受入児童数の拡大、保育士・

幼稚園教諭等の処遇改善など、教育・保育、地域の子ども・

子育て支援の充実を図り、子どもを産み育てやすい環境を整

備するため、令和4年度予算概算要求（3,189,460百万円）を

行った（令和4年度予算案額：3,256,229百万円）。 

＜事前分析表＞ 

内閣府本府政策評価有識者懇談会等の指摘を踏まえ、測定

指標の追記を行った。 
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【政策24施策30】 

国際平和協力に

関する施策の推

進 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

国際連合を中心とした国際平和のための努力に我が国と

して積極的に寄与するため、令和4年度予算概算要求（405百

万円）を行った（令和4年度予算案額：402百万円）。 

＜事前分析表＞ 

内閣府本府政策評価有識者懇談会等の指摘を踏まえ、中目

標（Ⅱ）2・3に係る参考指標の追記等を行った。 

（注）評価書の公表時点で、目標達成度合いを判断するためのデータが集計中であったため、暫定的に評価を

行ったものである。 

 

表3 一般分野の政策を対象として評価を実施した政策（総合評価方式）（令和3年8月31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/cao.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
対日直接投資の

推進 

所期の目

標を達成 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

対日直接投資を推進するため、令和4年度予算概算要求（2

百万円）を行った（令和4年度予算案額：2百万円）。 

2 

科学技術イノベ

ーション創造の

推進 

一定の成

果を上げ

た 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

知を創造し持続的なイノベーションの創出等を実現する

ため、令和4年度予算概算要求（55,500百万円）を行った（令

和4年度予算案額：55,500百万円）。 

3 
子ども・若者育成

支援の総合的推

一定の成

果を上げ

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

全ての子供・若者が自らの居場所を得て、成長・活躍でき
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進 た る社会を目指し、子供・若者育成支援施策を総合的に推進す

るため、令和4年度予算概算要求（205百万円）を行った（令

和4年度予算案額：175百万円）。 

4 

青少年インター

ネット環境整備

の総合的推進（青

少年インターネ

ット環境整備基

本計画） 

一定の成

果を上げ

た 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環

境の整備を図るため、令和4年度予算概算要求（43百万円）

を行った（令和4年度予算案額：43百万円）。 

5 

男女共同参画社

会の形成の促進

に関する施策の

総合的かつ計画

的な推進 

目標達成

に向けて

進捗 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）に基づく

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進するた

め、令和4年度予算概算要求（3,161百万円）を行った（令和

4年度予算案額：1,414百万円）。 

＜定員要求＞ 

男女共同参画社会形成の推進体制を充実強化するため、令

和4年度定員要求で、男女共同参画局総務課に1人、男女間暴

力対策課に1人の増員を要求した。 

6 
仕事と生活の調

和の推進 

目標達成

に向けて

進捗 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

総合的にワーク・ライフ・バランスの取組を推進するため、

令和4年度予算概算要求（15百万円）を行った（令和4年度予

算案額：15百万円）。 

 

表4 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（令和3年8月31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/cao.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

特定非営利活動

法人に係る税制

上の特例措置 

一定程度

の成果を

上げた 

引き続き

推進 

＜特例措置の存置＞ 

評価結果を踏まえ、特定非営利活動法人に係る税制上の特

例については、引き続き、租税特別措置法上に存置されてい

る。 
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